
 

 

様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 
補装具費支給制度における貸与方式導入に向けた体制構築の在り方等に関

する研究 

事 業 目 的 

補装具費支給制度の在り方については、補装具の適切かつ効率的な利用

と限りある財源を有効に活用する観点から、一部の種目については、貸与

方式の導入を検討すべきではないかとする意見が出されているところであ

り、平成２０年度の調査研究において、一定の方向性を取り纏めている。 

本事業は、こうした背景を踏まえ、補装具支給制度における貸与方式導

入に向けての諸課題を整理するとともに、具体化するための方策を検討し、

実際に貸与方式を実現する運用モデルを提案することを目的に調査研究を

実施するものである。 

事 業 概 要 

本事業を公平・公正に実施するため、補装具に係わる専門家及び医師、

行政、関係団体等から構成する検討委員会を設置し、貸与可能な種目の検

討及び、目的の明確化等を議論した。 

具体的には、先行調査の結果に基づき、市町村及び事業者等に対してヒ

アリング調査を行い、貸与方式導入の目的を明確化し、その範囲及び課題

を精査するとともに、貸与方式導入を具体化するための方策を検討した。 

検討結果を踏まえて、実施主体の明確化、貸与種目の選定・管理、費用

等の基本的な考え方、適切かつ効率的に運用するための基準、市町村、更

生相談所、補装具製作所の役割り等を整理し、運用モデルを取り纏めた。 

事業実施結果 

及び効果 

本事業で実施した先行事例調査及びヒアリング調査に基づく検討結果を

踏まえて、最終的には、補装具貸与費モデル事業実施要綱（案）を作成し、

その運用モデルの提案及び、モデル事業の効果測定に係わる項目を策定し

た。 

本事業の結果については、｢障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援する法律｣が、多様化・複雑化する障害者のニーズに的確に対応した制度

となり、適切かつ健全な制度運用がなされるよう研究を行ったものであり、

今後の補装具費支給制度の在り方検討に資するものである。 

事 業 主 体 

〒162－0823 

東京都新宿区神楽河岸１-１セントラルプラザ４階 

公益財団法人 テクノエイド協会 

TEL：０３－３２６６－６８８３ E-MAIL：tanida@techno-aids.or.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 


